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　区では、地方自治法に基づき、毎年6月と12月の2回、歳入・歳出予算の補正や執行状況などを公表し、
財政面から区政運営の状況を区民の皆さまにお知らせしています。今回は、令和4年度に予算を補正して
取り組んだ事業と、令和5年3月末現在の財政状況の概要をお知らせします。
　なお、区財政の収支は、5月末までを収入と支出を整理する期間（出納整理期間）としています。令和4年
度決算の概要は、10月下旬にお知らせします。
問合せ 財政課（本庁舎3階）☎（5273）4049

財政運営状況
令和4年度 下半期

予算の概要
　令和4年度当初予算に補正予算を加えた最終予
算は、13回（下半期7回）の補正を行った結果、1，844
億3，900万円で、令和3年度から繰り越した事業費
31億600万円を加えた予算現額は1，875億4，500
万円です（右図）。主な補正予算の内容は右表のとお
りです。
収入・支出の状況
　令和5年3月末現在の収入済額（歳入）は1，658
億3，200万円（収入率88.4％）、支出済額（歳出）は
1，439億4，100万円（執行率76.8％）です（下図）。

◎一般会計の流れ
令和3年度からの
繰越事業費
31億600万円

令和4年度当初予算　1，664億2，600万円

補正（上半期6回・下半期7回）
180億1，300万円

令和4年度最終予算　1，844億3，900万円

令和4年度予算現額　1，875億4，500万円

◎�区の予算は一般会計と特別会計があります。一般会計では、特別会計（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療）以外の
区政に必要なあらゆる収入と支出を扱います。
◎歳入・歳出予算は、1つの会計年度内の収入と支出の見積もりです。収入済額・支出済額は実際の収入と支出の額です。

一般会計

◎収入・支出済額の内訳歳入
収入済額1，658億3，200万円（収入率88.4％）

特別区税531億8，400万円 483億2，900万円
区民税・たばこ税など490億4，100万円（92.2％） 417億3，500万円（86.4％）
国庫支出金458億5，900万円

292億8，400万円

331億1，500万円
国からの補助金など400億9，300万円（87.4％）

296億6，900万円（101.3％）

289億3，200万円（87.4％）
特別区交付金 265億2，100万円
都区財政調整による交付金 144億6，300万円（54.5％）
都支出金149億6，500万円 220億2，000万円
東京都からの補助金など129億2，200万円（86.4％） 160億6，100万円（72.9％）
地方消費税交付金116億1，800万円 140億6，500万円
地方消費税の区への配分額132億8，000万円（114.3％） 119億9，500万円（85.3％）
繰入金100億2，300万円 115億2，400万円
基金の繰入金0円（0％） 81億8，900万円（71.1％）
繰越金63億9，000万円 84億5，900万円
前年度からの繰越金63億9，000万円（100.0％） 76億6，500万円（90.6％）
使用料及び手数料46億7，900万円 78億3，800万円
施設の使用料など44億8，200万円（95.8％） 66億7，300万円（85.1％）
その他115億4，300万円 156億7，400万円
地方譲与税など99億5，500万円（86.2％） 82億2，800万円（52.5％）

歳出
支出済額1，439億4，100万円（執行率76.8％）

福祉費
高齢者の福祉や生活保護など

子ども家庭費
児童の福祉など

健康費
健康診断など

総務費
全般的管理事務や防災、選挙など

教育費
小・中学校、図書館など

土木費
道路や公園、都市計画など

環境清掃費
環境保護、清掃・リサイクルなど

地域振興費
区民施設運営、地域振興など

その他
商工振興など

予算現額
収入済額

（　 ）内は収入率

　法人住民税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、ふるさと納税
などの不合理な税制改正によって、特別区は貴重な税源を奪われ続けていま
す。さらに、原油価格・物価高騰等の影響も重なり、特別区の財政は極めて深刻
な状況です。
　特別区には、特有の財政需要があり、将来的に膨大な額の財源が必要で
す。地方財源の不足や地域間の税収格差の是正は、地方の財源を吸い上げる
ことなく、国の責任において地方交付税の法定率を引き上げ、調整するべき
ものであり、自治体間に不要な対立を生むような措置は是正されなければ
なりません。
1 不合理な税制改正による影響は深刻
　特別区への影響額は、令和4年度で約2，600億円、平成27年度からの累計で
約1兆1，000億円にもなり、「東京は財源に余裕がある」などの一方的な見方
によって、税金が国に奪われています。これは、応益負担や負担分任という地
方税の本旨を無視したものです。
2 ふるさと納税制度は抜本的な見直しが必要
　過剰な返礼品競争による寄附の増加などにより、特別区民税の減収額は増
加しており、平成27年度からの累計額は、2，700億円を超えました。
　その結果、全区民が減収による行政サービスの低下の影響を受けざるを得
ない一方、制度を利用する区民のみが返礼品などの恩恵を受けるといった不
公平が生じるなど、制度のゆがみが顕在化しています。
3 東京の地方財源が突出している訳ではない
　人口1人当たりの地方税収の格差是正のため、地方税の見直しが必要との
見方がありますが、地方税等に地方交付税を合わせた人口1人当たりの地方
財源を他の道府県と比較すると、東京が突出して多いわけではありません。

◎基金の現在高
基金の種類 現在高

財政調整基金
（年度間の財源の調整を図るための基金） 359億7，700万円

社会資本等整備基金
（公共施設等を整備するための基金） 127億5，000万円

減債基金
（特別区債の償還に必要な財源を確保するための基金） 59億8，700万円

義務教育施設整備等次世代育成環境整備基金
（小・中学校などの教育関連施設や保育所などの子育て
関連施設を整備するための基金）

59億1，000万円

その他特定目的基金（公園やスポーツ施設の整備、地場
産業の振興など特定の目的のための基金） 48億2，800万円

合　計 654億5，200万円
※基金現在高は令和5年3月末時点での現金等の保有額です。5月末までの
収入と支出を整理する出納整理期間中の積み立てや取り崩しは反映してい
ません。

◎特別区債の現在高

土木債
道路・公園整備など
48億7，700万円（28.7％）

教育債
学校建物整備など
39億1，600万円（23.1％）

現在高
（5年3月末現在）
169億7，100万円

★住民税減税補てん債・調整債
とは、税制改正に伴う地方公共
団体の減収額を埋めるために
発行した地方債のことです。
☆減収補てん債とは、年度途
中の減収を補てんするために
発行した特別な地方債のこと
です。

減収補てん債（☆）
3億6，800万円（2.2％）

住民税減税補てん債（★）
1億8，700万円（1.1％）

子ども家庭債
子ども家庭施設建設など
11億3，300万円（6.7％）

総務債
防災施設・庁舎整備など
11億6，200万円（6.8％）

福祉債
福祉施設建設など
12億2，200万円（7.2％）

地域振興債
地域振興施設整備など
19億6，900万円（11.6％）

調整債（★）
14億7，900万円（8.7％）

　施設の建設や用地の取得等に多額の資金を必要とする場合、特別区債を発行して資金を借り入れ、財源を補
充します。令和5年3月末では、発行額279億6，700万円、償還済額109億9，600万円で、現在高は169億7，100
万円です（下図）。また、区の貯金に当たる基金の令和5年3月末の現在高は654億5，200万円です（下表）。

特別区債と基金

健康債等
健康推進施設建設など
6億5，800万円（3.9％）

補正事業 補正予算額
新型コロナウイルス感染症対策
（予防接種等） 53億5，416万円

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
給付金の支給 36億6，114万円

生活支援臨時給付金の支給 18億5，303万円

学用品費等支援臨時給付金の支給 4億4，754万円
母子保健事業等
（出産・子育て応援ギフトの支給） 3億7，989万円

入学祝金支給 3億6，246万円

社会福祉施設等緊急助成 2億8，382万円

◎令和4年度に予算を補正した主な事業

※3月の予算の補正では、負担金補助及び交付金などの実績に
応じて総額41億277万円を減額しました。

予算現額
支出済額

（　 ）内は執行率

4 物価高騰等に伴う特別区の財政負担は大きい
　ウクライナ情勢やコロナ禍における原油価格・物価高騰等に伴う特別区の
負担増は、令和4年度で約300億円となっており、先行き不透明な社会情勢か
ら、今後もさらに負担が増大する可能性があります。
5 今後も多くの財源が必要
　特別区は高齢者の急増や膨大な公共施設の改築需要への対応をはじめ、今
後も多くの財源が必要です。
6 地方税財源の拡充こそ地方分権のあるべき姿
　国の責任により地方税財源総体を拡充し、自治体が責任をもって役割を果た
すことこそが地方分権の本来の姿です。今後も、地方税財源の充実・確保、自治体
間に不要な対立を生む不合理な税制改正を是正するよう、国に求めていきます。
※詳しくは、特別区長会ホームページ「不合理な税制改正等に対する特
別区の主張（令和4年度版）」（右二次元コード。㋭https://www.
tokyo23city-kuchokai.jp/katsudo/shucho.html）をご覧ください。

◇◆ふるさと納税の新宿区への影響◆◇
　ふるさと納税制度は、ふるさとや地域団体のさまざまな取り組みを応援す
る気持ちを形にする仕組みとして、平成20年度に導入されました。ふるさと
納税の影響により、新宿区の特別区民税の減収額は増加し続けており、令和3
年度は約28億円、累計額は約111億円となっています。地方交付税制度では、
ふるさと納税により減収があった交付団体には、補填される仕組みとなって
いますが、不交付団体である特別区は補填されません。区は、今後とも特別区
長会を通じてふるさと納税制度の改善を求めていきます。
問合せ 財政課（本庁舎3階）☎（5273）4049

不合理な税制改正等に対する特別区の主張

◆Ⅲ類
職種�事務
対象 日本国籍で、平成14年4月2日～
18年4月1日に生まれた方
1次試験日�9月10日㈰
◆Ⅲ類（障害がある方対象）
職種 事務
対象 日本国籍で、次の(1)～（3）の全
てに該当する方
（1）次の①～④のいずれかに該当する
▶①身体障害者福祉法第15条に定め
る身体障害者手帳の交付を受けてい
る、▶②都道府県知事または政令指定
都市市長が発行する療育手帳の交付を
受けている、▶③児童相談所等により
知的障害者であると判定された、▶④
精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律第45条に定める精神障害者保健
福祉手帳の交付を受けている
（2）昭和38年4月2日～平成18年4月1
日生まれ
（3）活字印刷文または点字による出題

に対応できる
1次選考日 9月10日㈰
◆経験者
職 種� ▶①1級職…事務（一般事務・
ICT）・土木造園（土木）・建築・機械・電
気・福祉・児童福祉・児童指導・児童心
理、▶②2級職（主任）…事務（一般事
務・ICT）・土木造園（土木）・建築・福祉・
児童福祉・児童指導・児童心理、▶③3
級職（係長級）…事務（ICT）・児童福祉・
児童指導・児童心理
対象 日本国籍で（福祉・児童福祉・児童
指導・児童心理を除く）、▶①は昭和38
年4月2日以降生まれで、民間企業等で
の業務従事歴が直近10年中4年以上あ
る方、▶②は昭和38年4月2日以降生
まれで、民間企業等での業務従事歴が
直近14年中8年以上ある方、▶③は昭
和38年4月2日以降生まれで、民間企
業等での業務従事歴が直近18年中12
年以上ある方
※福祉・児童福祉・児童指導は上記のほ

か社会福祉士または児童指導員の資格
をお持ちか、保育士となる資格をお持ち
で都道府県知事の登録を受けている方
※児童心理は左記のほか学校教育法
に基づく大学（短期大学を除く）の心
理学科を卒業した方またはこれに相
当する方
※児童福祉・児童指導・児童心理は、民間
企業等における業務従事歴のうち、児童
相談所等での業務従事歴が、①は2年以
上、②は3年以上、③は5年以上必要です。
※業務従事歴の基準日は令和6年3月
31日です。
※Ⅰ類採用試験、就職氷河期世代を対
象とする採用試験に申し込んだ方は、
①～③に申し込めません。
1次試験日�9月3日㈰
◆就職氷河期世代
職種�事務
対象 日本国籍で、昭和45年4月2日～
61年4月1日に生まれた方
1次試験日�9月3日㈰

特別区職員を募集します

　「新宿区職員の退職管理に関する条例」第4条の規定に基づき、令和4年度に
新宿区を離職した課長級以上の職員のうち、営利企業、公益団体等に再就職し
た職員の状況を公表します。
※いずれも離職日は令和5年3月31日、再就職日は令和5年4月1日です。
問合せ 人事課人事係（本庁舎3階）☎（5273）4053

職員の再就職状況を公表します
離職時の職 再就職先の名称 再就職先における地位

文化観光産業部長 歌舞伎町タウン・マネージメント 事務局長
柏木特別出張所長 区社会福祉協議会 事務局次長
総合政策部副参事

（区民の声委員会担当） 大田区 会計年度任用職員

西新宿中学校長 帝京平成大学 教授

申込み 7月13日㈭午後5時（受信
有効）まで問合せ先ホームページ
（下二次元コード）から申し込め
ます。詳しくは、問合せ先ホーム
ページに掲載の試験・選考案内を
ご覧ください。
※Ⅲ類（障害がある方対象）のみ7
月12日㈬（消印有効）まで郵送で
も受け付けています。Ⅲ類（障害
がある方対象）の選考案内は区人
事 課（ 本 庁 舎3階 ）☎（5273）
4053で配布しています。
問合せ 特別区人事委員会事務局
任用課採用係（〒102-0072千代
田区飯田橋3―5―1）☎（5210）
9787・㋭https://
w w w . u n i o n .
t o k y o 2 3 c i t y .
l g . j p / j i n j i /
jinjiiinkaitop/
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